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概要

歯科疾患は食生活に強い影響力を有し、特定健診・特定保健指導に歯科関連プログラム

が加わり、共通リスクファクターアプローチ（Common Risk Factor Approach）が行わ

れることにより、より高い効果が得られることが期待される。

特定健診・特定保健指導に歯科関連プログラムを導入するメリットとして、①メタボ改

善に向けた保健指導が強化される、②咀嚼に支障を来している人に歯科治療を勧める機会

が得られる、③歯科保健行動は行動変容が比較的容易で、生活習慣改善に向けた弾みをつ

けることができる、④歯周病改善によるメタボ改善効果が期待できる、の 4 点が期待で

きる。

本マニュアルでは、モデルプランを一律にするのではなく、【梅】【竹】【松】の 3 段階

とした。【梅】は全国共通で、特定健診の「標準的な問診票」に歯科に関する質問を 2 つ

加えるという案を示した。【竹】と【松】は地域オプションで、【竹】は歯科関連の質問紙

と唾液検査が【梅】に加わったもので、これに口腔診査が加わったものが【松】である。

この受け皿を、①特定保健指導、②歯科保健指導などに整理した。いわゆる歯科保健指

導は①の特定保健指導の中でも行われるので、ここでは②は歯科に特化した事業を意味す

る。次頁の図は、モデルプランの全体像を示したものである。

本マニュアルにおいて歯科関連プログラムが特定健診・特定保健指導に導入された事例

として示した 4 事例のうち、三重県 4 市町の事例は【梅】、香川県の事例は【竹】、三重

県菰野町と島根県邑南町の事例は【松】に相当するものである。また、本マニュアルでは、

歯周疾患検診等の既存の成人歯科保健事業と特定健診・特定保健指導事業との連携を図る

ことが重視したが、現段階では実際に行われている事例が少なく、今後が期待される。

以上のプログラムの実践のためには人材育成が重要で、事業を担当する保健師や管理栄

養士等については歯科関連プログラム導入の理解を得ること、また歯科専門職については

生活習慣病に対応した保健指導のノウハウを習得することが重要である。
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１章．はじめに：⻭科疾患は⽣活習慣病である

歯科の２大疾患であるう蝕と歯周病は典型的な生活習慣病である。主要なリスクファク

ターは、う蝕では砂糖の不適切な摂取、歯周病では口腔の不潔と喫煙であり、ともに生活

習慣の影響を強く受ける。歯科保健は、現在すすめられている健康日本 21（第二次）の 5

つの基本的な方向のうち「栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・口

腔の健康に関する生活習慣及び社会環境の改善」と位置づけられているが、国の生活習慣

病対策の柱として実施されている特定健診・特定保健指導には、歯科口腔領域の項目が入

っていない。生活習慣病は行政用語であり学術的な定義がない
1)ためであるが、次章で述

べるように、歯科疾患は食生活に強い影響力を有し、特定健診・特定保健指導に歯科関連

プログラムが加わることにより、より高い効果が得られることが期待される。

生活習慣病は１つのリスクが複数の疾患のリスクファクターとなることから、共通リス

クファクターアプローチ（Common Risk Factor Approach）が有効とされ
2)、理念は賛

同されているが具体的な事例に乏しかった。歯科関連プログラムを特定健診・特定保健指

導に導入する取り組みは、典型的な Common Risk Factor Approach と捉えることができ、

今後の生活習慣病対策全般に対する副次的な好影響も期待できる。

本マニュアルは、特定健診・特定保健指導に歯科関連プログラムの導入を考えている方

々に向け、導入の必要性、プランの具体的内容、人材育成などを理解していだくために作

成したものである。研究班が作成したウェブサイト
3)に置かれているので、他の収載情報

と併せて御参照いただきたい。

なお、本研究班は、平成 21 ～ 23 年度厚生労働科学研究「口腔機能に応じた保健指導

と肥満抑制やメタボリックシンドローム改善との関係についての研究」研究班（研究者代

表：安藤雄一）
4)を実質的に引き継いでおり、本マニュアル中ではこの研究班「H21 ～ 23

研究班」と称する。

２章．特定健診・特定保健指導に⻭科関連プログラムを導⼊するメリット

メリットとして以下の 4 点が挙げられる。

(1) メタボ改善に向けた保健指導が強化される

(2) 咀嚼に支障を来している人に歯科治療を勧める機会が得られる

(3) 歯科保健行動は行動変容が比較的容易で、生活習慣改善に向けた弾みをつけるこ

とができる

(4) 歯周病改善によるメタボ改善効果が期待できる

(1) メタボ改善に向けた保健指導が強化される

「早食い」と「間食」はメタボのリスクファクターであり
5)、保健行動の改善を図るこ

とによりメタボの改善が期待される。と同時に、歯科保健との関連が非常に強いという特

徴がある。
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a．早食い習慣の改善

早食いが肥満と強い関連を有していることを示した研究は多い
6)。「H21 ～ 23 研究班」

4)においても千葉県と大分県における特定健診データを用いて早食いと特定健診の保健指

導判定区分との関連について分析したところ、どの性・年齢階級においても早食いの人た

ちにはメタボ該当者が多いことが横断的に認められた
7)。千葉県では縦断データを用いた

分析が行われ、早食いの人にはメタボ発症者が多い傾向が認められた
5)。

「H21 ～ 23 研究班」では「咀嚼支援マニュアル」
8-10) を作成し、これを用いた介入

研究を三重県 4 市町で実施し、既存の特定保健指導における行動目標に早食いを是正す

る生活習慣に関する行動目標を選択肢として付加した。その結果、早食いを是正する行動

目標を立てた人たちは、そうでない人達に比べて有意に体重が減少したことが確認された
11)。この介入研究では、早食いを是正する行動目標を立てた人の割合が 37%と高く

11)、

比較的手軽に取り組むことのできる行動目標であることも確認されている。

早食いの是正は、後述する咀嚼力回復のための歯科治療のように、歯科保健指導に特化

した対策ではないが、食行動に関する生活習慣として歯科関係者が今後重視すべきもので

あり、特定健診・特定保健指導に歯科関連プログラムが導入されるメリットとして重要と

考えられる。

b．間食習慣の改善

間食は、う蝕の最大のリスクファクターである
12)と同時に肥満・メタボのリスクでも

ある
5,12,13)。メカニズム的には、「間食 vs う蝕」については、多くの間食中に含まれる

砂糖が頻回摂取されることにより口腔内が長時間酸性環境に置かれる影響が強いとされ

る。一方、「間食 vs 肥満、メタボ」については、多くの間食に含まれる砂糖が高エネル

ギー食品であることに由来する影響が強いとされる。

このように間食がう蝕および肥満・メタボに与える影響は同一とはいえないが重なる部

分が大きく、Common Risk Factor Approach として捉えることは合理的と考えられる。

WHO では 2015 年に砂糖摂取に関するガイドライン公表しており
13)、わが国では特定健

診・特定保健指導を Common Risk Factor Approach を実践する場の 1 つとして取り組ん

でいく必要があると考えられる。

(2) 咀嚼に支障を来している人に歯科治療を勧める機会が得られる

特定保健指導では食生活に関する指導の占める比重が大きいが、歯の喪失等により咀嚼

に支障が生じて硬い食物を噛めない状態だと、食生活に関して指導された内容の実践に支

障が生じる。これを解消する手段として最も有力な方法は歯科治療で、歯の喪失に対する

義歯治療、う蝕等による歯の欠損に対する修復治療、歯周病に対する治療等により咀嚼力

の回復を図ることができる。ことに特定保健指導の対象者のうち、前期高齢者は歯の喪失

が顕著になる年齢層で、歯の数が 20 歯未満の人たちが約 4 分の 1 を占め
14)、咀嚼に及

ぼす影響が顕著になる。

食物が十分咀嚼できない状態であれば、特定保健指導における食事指導の前に歯科治療

を優先するのが妥当と考えられる。したがって、特定健診において、咀嚼に支障を来して

いる状態にあるかどうかをスクリーニングし、歯科医師の精査を受けるという流れをつく
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る必要性は高いといえる。

(3) 歯科保健行動は行動変容が比較的容易で、生活習慣改善に向けた弾みをつけることができる

歯科に関する保健行動のうち、口腔清掃行動は行動変容が比較的容易とされ、生活習慣

全般から歯科保健行動の改善を捉えた「生活歯援プログラム」においても、口腔保健行動

の改善状況は、受診行動や摂食行動に比べて高いことが報告されている
15-17)。

特定保健指導では、メタボ改善のための食生活・運動に関する指導が中心となるが、こ

れらは受診者の生活習慣そのものに踏み込まざるを得ない面があり、改善に向けた行動変

容のステップの途中で挫折してしまうケースが少なくない。

特定健診・特定保健指導に歯科関連プログラムの保健指導が取り込まれると、比較的行

動変容が容易な達成目標が位置づけられることになり、目標が達成できれば自己効力感が

増し、さらに生活習慣改善に向け他の行動の変容が期待される。

このほか、口腔清掃の励行により、就寝前の間食を避けるようになるといった間接的な

効果も期待できる。

(4) 歯周病改善によるメタボ改善効果が期待できる

近年、歯周病によって生じる炎症性物質が全身的に伝播して各臓器に悪影響を与えると

する歯周医学（Periodontal medicine）が唱えられ
18)、歯周病が全身性疾患に及ぼす影

響についての研究が盛んに行われるようになった。歯周病がメタボに及ぼす影響について

研究が行われ、歯周病のリスクの高い人たちにはメタボが生じやすいことを示した研究も

あり
19)、歯周病の改善によるメタボ改善効果も期待されている。こうした因果関係は、

まだ研究段階であるが、歯周病改善がもたらす副次的な効果として今後に期待できるもの

と考えられる。

３章．特定健診・特定保健指導に⻭科関連プログラムが組み込まれた事例

本章では、特定健診・特定保健指導に歯科関連プログラムが実際に組み込まれた事例を

示す。なお、今後、組み込むことが可能と考えられる事業については、本章ではなく次章

「４．特定健診・特定保健指導に導入する歯科関連プログラムのモデルプラン」で述べる。

(1) 市町村レベルでの取り組み

a．三重県の4市町（志摩市、大台町、玉野町、菰野町）

三重県の 4 市町（志摩市、大台町、玉野町、菰野町）では「H21 ～ 23 研究班」が作成

した「咀嚼支援マニュアル」
8-10)に基づく指導を既存の特定保健指導に加えたアプロー

チを H22（2010）年度から開始し、現在も継続されている。

本事例では、4 市町が既に用いていた特定保健指導用資料に「咀嚼指導マニュアル」
9,10)

を加えて、対象者が自己決定する行動目標の一つに「ゆっくり良く噛む」も候補として付

加し、「ゆっくり良く噛む」を選んだ受診者に対しては「咀嚼指導マニュアル」
9,10)に基

づいた指導が行われている。効果については前述したとおりである（2 頁）。

なお、本事例では特定健診における歯科に関する質問項目や検査はないため、歯科的な
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項目は評価されていない。

事業内容の詳細については、2015 年 2 月 1 日に本研究の一環として行われた意見交換

会
20)における石濱信之氏（三重県健康福祉部医療対策局健康づくり課、歯科医師）

20,21)

と岡憲子氏（三重県志摩市健康推進課、保健師）
20,22)の発表内容を参照されたい。

b．三重県菰野町

三重県菰野町では特定健診・特定保健指導が開始された平成 20（2008）年度から、町

の特定保健指導の一環として歯科医師による口腔診査と歯科衛生士による保健指導が実施

されていた
23)。しかしながら、特定保健指導の参加者は全体の約１割であり、特定保健

指導該当者で参加しない人、既に内服中で保健指導対象外の人、メタボ非該当の情報提供

レベルの人たちも歯科的な課題を有していると考えられことから、H23（2011）年度か

ら特定健診未受診者を対象とした集団健診に歯科相談が取り入れられ、歯科衛生士による

口腔内観察と歯科保健指導が行われるようになった
24)。また、前項（a）で述べたように

H22（2010）年度から「咀嚼指導マニュアル」
9,10)を用いた特定保健指導が開始され、前

述した歯科衛生士による保健指導にも活用されている。なお、本事例では特定健診におけ

る歯科関連の調査項目はない。

c．香川県観音寺市

香川県観音寺市では特定健診・特定保健指導の開始に備えて，H19(2007)年度国保ヘ

ルスアップ事業
25,26)に取り組んだ経緯があり、特定健診・特定保健指導のスタートした

H20（2008）年度から歯科関連プログラムが導入されている
27)。特定保健指導（積極的

支援は同市と隣接市が運営する基幹病院の三豊総合病院、動機づけ支援は市保健センター

で実施）の受診者は、メタボと歯科保健に関する講話を聞いた後、唾液検査とガムによる

咬合力検査、食事に要した時間と咀嚼回数の記録に関するセルフモニタリング法の説明を

受け、3 ヶ月間記録をとるように指導される。また、特定保健指導受診者のうち約 4 割（希

望者）は、特定保健指導の枠を超えた市独自の「フリーコース」（三豊総合病院で実施）を

受け、歯科受診の必要性が高いと判断された受診者には地元歯科医療機関への受診が奨め

られている。

なお、本事例では特定保健指導において香川県で定めた歯科に関する質問項目が付加さ

れている（5 頁参照）。

d．島根県邑南町

島根県邑南町では、地元歯科医が長年取り組んだ疫学研究
28, 29)の成果を受けるかたち

で、H22（2010）年度から特定健診に歯科の診査（歯科衛生士による咀嚼・口腔のチェ

ックと保健指導）が併設されるようになった
30)。

現在
31)では、特定健診受診者に対して歯科アンケート調査と歯科相談が行われ、保健

師が内容をチェックした後、歯科衛生士により咀嚼能力評価（グミ使用）・唾液検査・口腔

診査を受け、必要な受診者に対して保健指導・受診勧奨が行われる。さらに特定保健指導

の該当者には「ゆっくりよく噛むこと」を含めた行動目標も選択枝として提示され、歯科

衛生士による個別指導も行われている。
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保健指導の内容は、町の歯科医師によって作成された指針
31)に基づいて行われている。

(2) 県レベルでの取り組み

a．香川県：県全体で特定健診・特定保健指導に組み入れた事例

香川県では、県全体で糖尿病対策が重視されていたこと、また歯の健康と医療費に関す

る調査が積み重ねられてきたといった背景を受け、特定健診における標準的問診票（22

項目、17 頁の付表）に歯科に関する 7 項目の質問（表 1）が加えられている。

表1．香川県で用いられている歯科に関する質問票

この歯科に関する質問の回答のうち、過去 6 ヶ月間の歯科医院受診歴の有無と自覚症

状（2 ～ 4）の有無に、HbA1c 検査結果と喫煙歴を組み合わせ、受診者は以下のように階

層化されている：

・歯科受診勧奨群

・歯科保健指導勧奨群

・情報提供群

事業内容の詳細については、2015 年 2 月 1 日に本研究の一環として行われた意見交換

会における岡田寿朗氏（香川県歯科医師会常務理事）
32)の発表内容を参照されたい。

４章．特定健診・特定保健指導に導⼊する⻭科関連プログラムのモデルプラン

本章では、特定健診・特定保健指導に歯科関連プログラムの導入を図るうえでの基本的

な考え方を述べ、特定健診および特定保健指導に導入する歯科関連プログラムのモデルプ

ランを示す。また、現在行われている対策のなかから、このモデルプランにつながりそう

な事例の紹介も併せて行う。

(1) 基本的な考え方

a．歯科の既存の資源（事業、人材）との関係

歯科関連プログラムのうち歯科に関する保健指導は、特定保健指導の場で行われるのが

望ましいが、特定保健指導は受診者一人あたりの面談に時間を要する等の理由により、新

たなものを加えることは決して容易ではない。

そのような場合は、歯周疾患検診等の成人に対して行われている既存の歯科保健プログ
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ラムについて、特定健診・特定保健指導との連携を強めるようなアプローチが現実的と考

えられる。たとえば、青森県では市町村で行われている生活習慣病健診に歯周疾患検診を

取り入れる「同時検診」をすすめる必要条件について検討が行われている
33,34)。このよ

うに歯周疾患検診を特定健診・特定保健指導と同日に開催しいてる事例は、山本らが 2013

年度厚労科研で作成した「成人歯科保健事業事例集」
35)の中でも散見される。

歯周疾患検診をはじめとする成人歯科保健事業は、参加率の低さが問題視されることが

多いが、それだけではなく他の分野との連携が不十分で事業の孤立化が指摘されている
36)。これらの事業が特定健診・特定保健指導と連携が図られるようになると、事業全体

の活性化、また参加率の向上につながると考えられる。

b．「地域」だけでなく「職域」も含めて検討する。

2008 年 5 月 30 日に厚生労働省労働基準局長名で出された「歯周疾患の予防等に関す

る労働者への配慮について」と題する通達
37)では、事業所の労働者に対して歯周疾患検

診への受診を促す必要性が指摘されている。

産業保健における歯科保健の足場は弱いため
38)、歯科関係者は職域に対する視点が失

われがちになるが、そもそも、特定健診・特定保健指導は、職域を含めたものであり、特

定健診・特定保健指導に歯科関連プログラムの導入を図る際には職域での展開も視野に入

れる必要がある。

c．歯科保健指導の考え方は「生活歯援プログラム」の考え方に準拠

生活歯援プログラム
39,40)は日本歯科医師会が開発した「標準的な成人歯科健診プログ

ラム・保健指導マニュアル」の略称であるが、この方法は 20 項目の質問（表 2）に基づ

くアセスメントを行い、受診者を保健指導の必要性の観点から類型化し、指導の必要性の

高いと判定された人たちには面談を行って改善すべき課題となる行動目標を自ら考えても

らい、必要に応じたサポートが行われる。全国的に普及が進みつつあり、成果も報告され

ている
16,17,41)。考え方は特定健診・特定保健指導の考え方と共通する部分が多く、後述

するように簡素化も可能なので、特定健診・特定保健指導に導入される歯科関連プログラ

ムにおける歯科保健指導では、このプログラムに準じた考え方を適用するのが合理的と考

えられる。
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表2．生活歯援プログラムにおける質問票

d．段階的なモデルプラン（松竹梅分類）

本マニュアルは、特定健診・特定保健指導に歯科関連プログラムの導入を考えている方

々に向けたものである（1 頁）。本章において「モデルプラン」を示すためには、「特定健

診・特定保健指導に歯科関連プログラムが導入される」状況を想定したうえで、モデルプ

ランについて書き進める必要がある。

本マニュアルでは、モデルプランを段階的に示すこととし、全国的な特定健診・特定保

健指導の制度の中に導入されたものをモデルプランの最小限（ミニマム）として捉える。

一方、本マニュアルでは、地域独自の取り組みとして付加されるものについても取り扱う。

これらについて、本マニュアルでは、便宜的に【梅】・【竹】・【松】と称し、歯科関連プログ

ラムの受け皿の面から下記のように分類する。

【梅】： 歯科治療の必要性のスクリーニングに関する質問（現行「標準的な問診票」に付加）

【竹】： 事後の歯科保健指導を想定した質問・唾液検査が【梅】に加わったもの

【松】： 【竹】に口腔診査が加わったもの
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なお、各プランに対する受け皿については本章の「(3)特定健診の事後対応」（10 頁）

で述べる。

表 3 は、【梅】・【竹】・【松】と特定健診における歯科関連プログラムとの関係を示した

ものである。【梅】は全国共通、【竹】と【松】は歯科保健指導がセットになっている地域

オプションであり、口腔診査が【竹】にはなく【松】にはある点が異なる。個々の内容に

ついては次項「(2)特定健診」で詳述する。

表3．特定健診における歯科関連プログラム（松竹梅分類）

(2) 特定健診

a．現行制度本体に加わる歯科関連プログラム【梅】

現行の特定健診における標準的問診票（17 頁の付表）と身体計測に下記の項目が加わ

ったものであり、全国共通となることを想定している。

標準的な問診票〉

・かんで食べる時の状態について、該当するものを 1 つ選んでください
［何でもかんで食べることができる／一部かめない食べ物がある］

・歯や口に痛みはありますか

［ある／ない］

身体計測〉

・歯の数（自己評価）

以上の項目を考えた理由は以下の通りである。

〈標準的な問診票〉については、2 頁で述べたように、口腔状態が特定保健指導におけ

る食事指導を実践できる環境にあるか否かを把握できる質問を選んだ。

〈身体計測〉では、歯の数は咀嚼に強く影響する指標として重要であり、国民健康・栄

養調査でも 10 年以上前から導入され、測定も比較的容易と考えた。

標準的な問
診票：

歯科治療必
要性のスク
リーニング

身体計測：
歯の数（自
己申告）

歯科関連
の質問票

唾液検査 口腔診査

梅 ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

松

分類

 　　　　　特定健診

本体 オプション

竹
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b．唾液検査が加わったもの（オプション）【竹】

前述した【梅】に、安価な唾液検査が加わったものである。

唾液検査には後述するように（13 頁）幾つかの種類があるが、特定健診が全国津々浦

々で実施されている特性を踏まえると安価であることを最優先する必要があると考えた。

事業展開としては、受診者に唾液検査を実施して、陽性と判定された人たちには歯科医

院や職場・地域での保健指導（歯科保健指導）を奨める、という方法が考えられる。

たとえば、広島県協会けんぽでは、広島県・広島県歯科医師会と連携し、平成 25 年度

に県内の従業員数 50 人以上の事業所 5 カ所においてモデル事業
43)を実施し、唾液検査

の陽性者に歯科診療所への受診勧奨を行い、陽性者の 16%が歯科診療所を受診し歯科健

診を受けた。このモデル事業は、特定健診の場で行われたものではないが、特定健診に容

易に付加できる方法と考えられる。

c．歯科の質問票が加わったもの（オプション）【竹】

生活歯援プログラムの 20 質問（表 2）の簡易版（表 4）を用いる方法で、香川県の方

式（5 頁）に近く、階層化も可能である。

簡易版の作成に際しては、２章「特定健診・特定保健指導特定健診に歯科関連プログラ

ムを導入するメリット」と関連の深いものを重視し、「標準的な問診票」（17 頁の付表）

と重複する質問は割愛した。詳細は「付章 (1) 生活歯援プログラム質問紙の簡易版作成

の考え方」（15 頁）を参照されたい。なお、ここで示した簡易版は、本マニュアルにおけ

る「例示」として、便宜的な示したものである点に御留意いただきたい。

表4．生活歯援プログラム20質問の簡略版の素案（8質問）

d．特定健診に口腔診査と歯科の質問票が加わる（オプション）【松】

前述した【竹】に口腔診査が加わったものである。

ここで、口腔診査については下記に示す点について留意する必要がある。

・主目的は口腔の状態を受診者に伝えることで、歯科治療の必要性の判断ではない。

・必ずしも歯科医師が担当する必要はなく、歯科衛生士が担当しても良い。

・口腔診査だけでなく、咀嚼機能検査や唾液検査結果などと併せて「お口の総合観

質問項目 質問内容 回答肢

　Q4 歯をみがくと血がでる いいえ：0点，時々/いつも：1点

　Q5 歯ぐきが腫れてブヨブヨする いいえ：0点，時々/いつも：1点

　Q7 かかりつけの歯科医院がある はい：0点，いいえ：1点

　Q13 間食（甘い食べ物や飲み物）をする いいえ：0点，時々/いつも：1点

　Q15 夜、寝る前に歯をみがく いいえ/時々：1点，いつも：0点

　Q16
フッ素入り歯磨剤（ハミガキ）を使っ
ている

はい：0点，どちらともいえない・わ
からない/いいえ：1点

　Q17
歯間ブラシまたはフロス（糸ようじ）を
使っている

いいえ/時々：1点，いつも：0点

　Q20
年に1回以上は歯科医院で定期健
診を受けている

はい：0点，いいえ：1点
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察」という位置づけにすると効果的［三重県菰野町の事例を参照（4 頁参照］。

・介入による前後評価を行う場合は、下記の指標が歯科保健指導の評価指標として

利用価値が高い。

BOP：(+)分画数

ポケット：CPI コード 3 以上分画の有無・分画数

(3) 特定健診後の事後対応（特定保健指導、歯科保健指導、その他）

特定健診後の事後対応は、「特定保健指導」、「歯科保健指導」、「その他」、の 3 つに分

けた。ここでいう「歯科保健指導」は、特定保健指導とは別の事業として実施されるもの

を指す。たとえば前述した香川県観音寺市の事例（4 頁）でいうと、特定保健指導の枠を

超えて市独自で行われる「フリーコース」は「歯科保健指導」に相当するが、特定保健指

導時に行われている歯科保健に関する指導は「特定保健指導」に含まれるものとみなす。「そ

の他」は、咀嚼に支障がある可能性が高いとスクリーニングされたケースについて行われ

る歯科治療の必要性に関する精査等を示す。

受け皿については、特定保健指導が行われる「場」として病院・職域・市町村センター

等と歯科医院の 2 つがある。

表 5 は、以上をもとにして特定健診後の事後対応を一覧したものである。また、それ

ぞれの事後対応における評価指標（アウトカム）は表 6 の通りである。

表5．特定健診の事後対応の内容と受け皿（場）

動機づけ支援
～積極的支援

情報提供

病院・職場・市
町村センター

等

・パンフレット
・歯科保健指導
の動画サイト
・歯口のセルフ
チェックのサイト
　　等

・受診勧奨（か
かりつけ歯科医
院）

・実技指導
・かかりつけ歯科医療機関の紹介
・情報提供
　　パンフレット
　　歯科保健指導の動画サイト
　　歯・口のセルフチェックのサイト
　　　等

・歯科治療の必
要性に関する
スクリーニング
（標準的な問診
票）

歯科医院
・実技指導
　　　等

・歯科治療の必
要性に関する
精査

#

##

受
け
皿

（
場

）

ここでいう歯科保健指導は、特定健診・特定保健指導とは別事業として行われているケースを指し、希望者による任意受診
である場合が多い。

歯科医院における特定保健指導は、2回目以降の指導であれば、制度的に認められているが、実施例はないと思われる。

・早食い是正
・間食指導

・歯科的問題に関
する保健指導

事後対応の内容

特定保健指導##

歯科保健指導# その他
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表6．歯科関連プログラムが特定健診・特定保健指導に導入された際の評価指標

以下、受け皿別に事後対応の内容について詳述する。

a．病院・職域・市町村センター等が受け皿となる場合

状況としては、特定保健指導の場において行われる指導を想定している。特

定保健指導であるため担当する職種は保健師や管理栄養士等である場合が多

いが、歯科専門職が連携して指導を行うケースも想定している。３章で紹介

した三重県菰野町、香川県観音寺市、島根県邑南町（4 頁～ 4 頁）の事例は、

このケースに該当する。

① 特定保健指導
1 頁で述べたように歯科関連プログラムが導入されることにより、特定保健指導の幅が

拡がる効果が期待される。

とくに「早食い習慣の改善」は、現状においては保健指導として比較的新奇性が高く、

早食いがメタボ・肥満のリスクであるという研究報告は多く
6)、特定保健指導の担当者の

関心を惹きやすいと考えられる。また、「H21 ～ 23 研究班」
4)が開発した「咀嚼支援マ

ニュアル」には受診者用
9)と指導者用

10)が用意されており、比較的活用しやすい状況に

あるといえる。

間食指導については、歯科関連プログラム導入によるメタボ改善に向けた付加的な効果

はさほど期待できないかもしれないが、特定保健指導において間食指導を行う際にう蝕予

防に関する情報提供が付加されることによる歯科保健に及ぼす効果が期待できる。

職種に関しては、特定保健指導は保健師や管理栄養士が担当しているケースが多いので、

これらの職種を軸にした展開が必要である。たとえば、三重県 4 市町の事例および【梅】

のように、歯科に関する保健指導が想定されていない場合は保健師や管理栄養士が中心と

なり、歯科に関する指導を行うのは時間的またスキル的に難しい場合が多い可能性がある

ので、かかりつけ歯科医への受診を促したり、本研究班のウェブサイト
3)における保健指

導用の動画などの活用を勧めるのが現実的対処として効果的と考えられる。

三重県菰野町・香川県観音寺市・島根県邑南町の事例（4 頁）では歯科衛生士（歯科専

門職）が特定保健指導における歯科関連プログラムの中心的な担い手となるが、特定保健

指導で中心的役割を担う保健師等との職種との連携を軸に活動が展開されている。地方自

治体で歯科保健を担当する歯科専門職は、特定健診・特定保健指導に直接関わるケースが

少ない
36,44)ので、他職種と十分な連携をとる必要がある。

特定保健指導 歯科保健指導 その他

プロセ
ス評価

・特定保健指導の対象者割合
・特定保健指導の実施率

・歯科保健指導の対象者割合
・歯科保健指導の実施率

・該当者の割合
・そのうち受診し
た割合

結果評
価

・体重、腹囲、BMI
・血液検査値

質問紙による
・歯や口の自覚症状
・歯科保健行動

・症状の改善率
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② 歯科保健指導
ここで扱う歯科保健指導は特定保健指導の場以外で行われるもので、前述した香川県観

音寺市の事例における「フリーコース」（参照）のように特定保健指導における歯科に関す

る保健指導の延長線上にある事業が含まれる。また、歯周疾患検診等の既存の成人歯科保

健事業を特定健診・特定保健指導に連携させる取り組みも含まれる
33,34)。これについて

は付章（15 頁）で詳述する。ただし、現時点では取り組んだ事例が少ないので、個別の

取り組みを進めていく必要があると考えられる。

③ その他
「歯科治療の必要性の精査につなげるためのスクリーニング」については、質問紙のみ

による場合に比べると、口腔診査を行った場合は、より妥当性が高まると考えられる。

b．歯科医院が受け皿となる場合

① 特定保健指導
歯科医師・歯科衛生士は下記の条件を満たせば、特定保健指導の 2 回目以降を担当す

ることができる
42)。

・歯科医師と歯科衛生士は食生活改善指導担当者研修（30 時間）を受講すれば食生

活の改善指導が可能（「食生活の改善指導に関する専門的知識及び技術を有すると認

められる者」として認められる）。

・歯科医師は、運動指導担当者研修（147 時間）を受講すれば運動指導が可能（「運

動指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者」として認められる）。

本来、歯科専門職が扱う領域は食生活と密接に関連するものであり、歯科医院の場で特

定保健指導が行われることは意義があると考えられる。とくに、咀嚼に支障があり歯科治

療の必要性が高いと判断された場合、歯科医院で咀嚼回復に向けた歯科治療を受けること

を最優先すべきである。しかしながら、通常、この種の治療は時間を要し、特定保健指導

のスケジュールと噛み合わない可能性が考えられる。仮に歯科医院で特定保健指導が行わ

れるようになれば、受診者の利便性向上につながると考えられる。

現時点では、歯科医院の場で特定保健指導が行われた事例はないと思われるが、定期歯

科受診患者を対象に実施した「生活歯援プログラム」に準拠した介入研究では、歯科保健

行動だけでなく、保健行動全般の向上および自己評価による体重の減少が認められている
45)。また、本介入研究を行った歯科医師は本研究の介入は診療現場で実施可能と回答し

ている割合が高く、今後が期待できる。

② 歯科保健指導
歯科患者に対する保健指導は、歯科医院では日常的に実施されている。そのため、たと

えば特定保健指導の担当者（保健師等）から「かかりつけ歯科医」で歯科保健指導を受け

るように勧められるケースでも十分対応は可能と考えられる。

また、新潟県
46-48)と埼玉県では、地域保健の一環として行う県のモデル事業いう位置

づけで「生活歯援プログラム」を歯科医院でモデル的に実践した事例がある。前述したよ

うに「生活歯援プログラム」は内容的に特定健診・特定保健指導と似た面があるので、そ
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の点を踏まえると、「生活歯援プログラム」の実践は歯科医院での特定保健指導の実施につ

ながる可能性を示唆すると考えられる。

③ その他
「歯科治療の必要性の精査につなげるためのスクリーニング」という面について考える

と、歯科医院で受診者の口腔内を歯科医師が診るので、スクリーニングに必要な「精査」

に相当し、確度は高くなると考えられる。

５章．特定健診、特定保健指導（⻭科保健指導）に利⽤できるツール

(1) 特定健診、

a．質問紙

① 生活歯援プログラム
・PC 版

39
)、Web 版

39)…データ管理が主体

・セルフチェック版
3,50)

② その他
・愛知県・歯の健康力づくり得点

51)

・神奈川県・歯周疾患自己診断票
52)

b．検査法

① 唾液検査
・(株)サンスターのペリオスクリーン

・(株)栄研化学の唾液中ヘモグロビン検出キット（BML、岩手県予防医学協会）

・(株)アルフレッサ ファーマの唾液中ヘモグロビン検出キット（SRL、四国中検）

② 咀嚼力の測定ツール
咀嚼の測定ツールは研究で様々なものが開発されているので、ここでは市町村や職

域などの現場での事業に用いられているものを紹介する。

・咀嚼ガム

8020 推進財団より「噛むかむチェックガム」として各方面に配送され
53)、現

場の事業などで活用されている。

・グミゼリー

島根県邑南町
28-31)で用いられてきたが、島根県全域で普及しつつある。

(2) 特定保健指導（歯科保健指導）

a．咀嚼支援マニュアル

2 頁で述べたように「H21 ～ H23 研究班」
4)で作成したもので、受診者用

9)と指

導書用
10)がある。

b．動画による支援サイト

研究班ウェブサイト
3)に「特定保健指導に活用できる動画サイト」として作成され

ている
54)。
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６章．⼈材育成

特定健診・特定保健指導に歯科関連プログラムの導入を図るためには今まで述べてきた

プランを遂行する人材が不可欠である。本章では、今まで特定健診・特定保健指導に関わ

りの薄かった人たちだけでなく、特定健診・特定保健指導の中心的役割を担っている人た

ちへのアプローチも含め、広い意味での人材育成について論じる。

(1) 基本的な考え方

人材育成を図る職種については、歯科専門職と歯科専門職以外の職種に分けて考える必

要がある。前者の歯科専門職では歯科衛生士の果たす役割が期待され、後者の歯科専門職

以外では特定健診・特定保健指導で中心的役割を担っている保健師や管理栄養士等の職種

を想定している。

行政に勤務する歯科専門職は特定健診・特定保健指導への関わりが薄い
36,44)。そのた

め、特定健診・特定保健指導における人材の要は、この事業を担当している保健師や管理

栄養士等の職種とみるべきである。実際のアプローチとしては、これらの職種に対して、

２章で述べた特定健診・特定保健指導に歯科関連プログラムを導入するメリット（1 頁～

3 頁）を理解してもらうことが必要である。

歯科専門職については、後述するようにマンパワーが量的に不足するという問題がある

ので、特定保健指導の場で歯科衛生士の活用を図ることが可能な状況かどうかを見極め、

可能な場合は保健師等と連携を図りながら人材育成を図っていく必要がある。

(2) 歯科専門職

歯科専門職で重要な職種は前述したように歯科衛生士である。これからの歯科衛生士の

求められる資質は、狭い意味での歯科保健指導に関する能力だけでなく、生活習慣病対策

の一環として歯科に関する内容を保健指導する能力である。その意味で、特定健診・特定

保健指導の場で対応できるノウハウを獲得する意義は大きいと思われる。日本歯科医師会

が開発した「生活歯援プログラム」
39)でも、歯科衛生士の人材育成は重視され、日本歯

科医師会と日本歯科衛生士会の共催による研修会が 2011 年に全国のブロック別に 5 カ所

開催された
20,55)。

マンパワーの量的な面で考えると、歯科衛生士で最も多いのは開業歯科医院に勤務して

いる人たちである。また、未就業のため潜在化している歯科衛生士の数も比較的多い。行

政に勤務する歯科衛生士については、配置されている市町村よりも配置されていない市町

村のほうが多い状況であり、単純に量的な面で限界がある。したがって、歯科専門職に関

する人材育成では開業歯科医院に勤務する歯科衛生士や未就業の歯科衛生士に向けた人材

育成が重要となる。北海道では、このような考え方に基づく人材育成が行われており
49)、

参考になると思われる。

(3) 歯科専門職以外

「歯科関連プログラム」はブラッシング指導等の純然たる歯科保健指導だけでなく、早

食いを是正する保健指導等も含まれるので、歯科関連プログラムが導入されることは、特
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定保健指導の幅が拡がることにつながる。特定健診・特定保健指導を担う歯科専門職以外

の職種には、この点を十分理解してもらう必要がある。そのうえで、狭義の歯科保健指導

に関しても、限られた時間のなかでも効果的な対応は可能と考えられる。この場合、利用

可能な IT ツールや地元歯科医師会の受け皿機能の整備が必要であるが、前者については

本研究班で作成した動画
3,54)やセルフチェックアプリ

3,50)などの活用が期待される。

開業歯科医院に勤務する歯科衛生士の人材育成が十分行えたとしても、仮に歯科関連プ

ログラムが特定健診・特定保健指導に全国的に導入された状況を想定すると、マンパワー

的には不足することが予測されている
49)ので、歯科専門職以外に力に負うところは大き

いと考えられる。また、たとえ歯科保健指導にかける一人あたりの時間は短くても、多く

の対象者に対して「広く薄く」の効果が期待できる。

付章

(1) 生活歯援プログラム質問紙の簡易版作成の考え方 （４章-(2)-c：9頁参照）

※ ［標Q**］は特定健診の「標準的な問診票」（17頁の付表）、また「歯援Q**」は

「生活歯援プログラム」（7頁の表2）の質問番号を示す（**は数値が入る）。

・メタボに対する効果：

「２章．特定健診・特定保健指導に歯科関連プログラムを導入するメリット」（1頁～3頁）

と関連の強い質問項目が望ましいことから以下のように考えた。

-「早食い」［歯援Q18］については、［標Q14］にあるので不要。

-「間食」［歯援Q13］については、［標Q16］にあるので不要と考えることもできるが、

う蝕リスクの観点から「間食回数」に関する質問が必要。

- 「咀嚼の支障」［歯援Q3］については、【梅】において［標Q］に新規追加提案し

た（8頁）ので不要。

-「歯科保健行動は行動変容が比較的容易」（２章-(3)）については、［標Q21～22］

で評価可能なので不要。

-「歯周病改善によるメタボ改善効果」については、歯周病の炎症度に関する質問

［歯援Q4～5］で対応。

・歯科受診状況：

歯科医院に受診勧奨してよいか判断する際の拠り所となるため必要と判断し、下記質

問を必要と考えた。

-かかりつけ歯科医院の有無［歯援Q7］

・歯科保健指導の評価指標：

介入（健診プログラム実施）前後を比較して比較的効果が出やすいものとして、下記を

必要と判断した。

口腔内状況

歯や口の状態で気になることはあるか［歯援Q15］

歯磨き時の出血［歯援Q4］（既出）

歯ぐきの腫れ・ブヨブヨ感［歯援Q5］（既出）
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歯科保健行動

就寝前の歯みがき［歯援Q15］

フッ化物配合歯磨剤の使用［歯援Q16］

歯間ブラシ・フロスの使用［歯援Q17］

年１回以上の歯科医院での定期健診［歯援Q20］

(2) 歯周疾患検診のあり方・連携のとり方について

４章の(3)-a-②（12 頁）で述べたように、特定健診における【竹】【松】の受け皿とし

て既存の歯科保健事業を活用し、特定健診・特定保健指導と連携を持たせることは、対象

層の拡大につながる可能性など、意義は大きいと考えられる。以下は、代表的な成人歯科

保健事業である歯周疾患検診について、特定健診・特定保健指導と連携を持たせた場合の

ポイントやメリット等について整理したものである。

・歯周疾患検診自体の変革が必要

-質問票の「例示」を生活歯援プログラムの 20 質問にして、歯科に限定された内

容から Common Risk Factor Approach の要素を採り入れる。

-口腔診査の節目年齢を現行の 10 歳刻み（40/50/60/70 歳）から 5 歳刻み

（40/45/50/55/60/65/70 歳）に変更。質問票は全年齢で行う。

・既存事業として歯周疾患検診が実施されている場合、特定保健指導の場に歯科保健指

導を新たに組み入れるよりも、歯周疾患検診事業を特定健診・特定保健指導の受け皿

として機能させたほうが効率的と思われる。

・内容的には、口腔診査と歯科保健指導なので、特定保健指導時に保健師や管理栄養士

等から、つながることが期待される。

・歯周疾患検診を特定保健指導と同日開催すると効果的。

ex) 青森県 B 町
33,34)

成人歯科保健事業事例集
35)
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付表．標準的な質問票

「標準的な健診・保健指導に関するプログラム（確定版） 第２編 健診」より

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/seikatsu/pdf/02b.pdf
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